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研究成果の概要（和文）：沖縄は1945年から1972年まで米国の占領統治下にあった。その27年間の中で、アイゼ
ンハワー政権期（1953-1961)は米国の対沖縄統治政策の重要な転換点であった。本研究は、このアイゼンハワー
政権期に焦点を当て、この時期に米国政府内部で権力を拡大した大統領行政府が、対日外交を主管した国務省、
沖縄統治を主管した国防総省、そして対外情報政策を主管した中央情報局、合衆国情報サービスなどの連邦レベ
ルの各省庁とどのように連携し、統括したのか、また、対沖縄情報政策を検討し、決定したのかを、米国の公文
書に依拠しながら、できる限り実証的に解明することを目的としたものである。

研究成果の概要（英文）：Okinawa was under the United States' administration from 1945 to 1972. 
During the twenty-seven years, Eisenhower administration period (1953-1961) marked a major turning 
point of the U.S. administration and information policy toward Okinawa. Based on the U.S. national 
archives, this study aimed to determine the role of the Executive Office of the President (EOP) 
expanding the power relating to the U.S. foreign information policy during the Eisenhower's period 
and examined how the EOP coordinated Japan policy of the State Department, Okinawa policy of the 
Defense Department, and foreign information policy of the Central Intelligence Agency and United 
States Information Service.

研究分野： 国際関係論

キーワード： アメリカ合衆国　沖縄占領史　アイゼンハワー政権　大統領行政府　対外情報政策　メディア

  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
米国の公文書に依拠した沖縄研究は、返還期を中心に日米「外交」と安保体制に焦点を当てた研究に分厚い蓄積
があり、主として外交文書（国務省文書）の検討が進んでいる。しかしながら、沖縄「統治」という側面に着目
すると、沖縄統治を主管したのが、外交担当の国務省ではなく、軍事担当の国防省であったため、必ずしも十分
な研究があったわけではない。本研究は、特に沖縄統治の主管省であった国防省（特に陸軍省）の文書に焦点を
当て、米政府内部における沖縄統治者の視点を解明することを目的とした。これにより、本研究はアイゼンアワ
ー政権期を中心とした沖縄統治の基本的方針の変容過程を実証的に提示することができたと考える。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



1. 研究開始当初の背景 

アイゼンハワー政権期(1953-1961)はトルーマン政権期(1945-1953)に形成された米国の対外情報政

策の原型が冷戦の深まりとともに発展・進化していく時期にあたる。東アジア地域においては連合国

による日本占領が終わり、朝鮮半島に戦争が勃発した時期である。沖縄は米国のサンフランシスコ市

で調印された平和条約第３条を法的根拠として引き続き米国の占領統治下に置かれることになったが、

同政権期は、その統治形態及び方針が大きく変容した時期でもあった。米国政府において、対日外交

を主管する部署が国務省になったのに対し、沖縄の担当部署は軍事を主管する国防省で、沖縄は沖縄

戦当時と同様に現役の米軍司令官の指令下に置かれたのである。 

米国の沖縄統治を巡っては、これまで米国政府内部で省庁間に意見の相違があったことが先行研究

によって指摘されている。また、返還前の日米交渉においては、このような省庁間の意見相違や利益

相反を乗り越える目的で、日本政府は米国の大統領を直接の相手として交渉を進めた過程が明らかに

なっている。ならば、対沖縄政策において大統領及び大統領行政府の役割がどのようなものだったの

かを明らかにする必要がある。しかしながら、先行研究においては、どちらかといえば日米外交史の

視点から国務省文書を中心とした分析が進められてきたため、沖縄の統治を主管した陸軍省とそれを

統括した国防省の視点については研究の蓄積が少なかった。米国の沖縄政策に対して、このような各

省庁の役割分担を明らかにするとともに、これらを統括した大統領行政府の果たした役割についても

検討する必要がある。 

 

2. 研究の目的 

本研究の目的は、上のような問題意識に基づき、アイゼンハワー政権期の大統領行政府の役割に焦

点を当てながら、沖縄の統治組織であった「琉球列島米国民政府(USCAR)」とその上部組織としての

陸軍省及び国防省が、東京を中心に対日外交を主管した駐日米国大使館及びその上部組織である国務

省との間で、対沖縄情報政策についてどのような検討・調整・決定を行ったか、その過程を実証的に

解明することにあった。具体的には以下のような問いを解明することが本研究の目的であった。1) ア

イゼンハワー大統領行政府が対沖縄政策をどのように策定したか。2)大統領行政府は国務省・国防省

などの関係省庁との役割分担をどう調整したか。3)大統領行政府の政策決定はどのように沖縄に伝達

されたか。 

 

3. 研究の方法 

本研究で用いた方法は、主として米国の公文書の分析であり、これは歴史学の方法である。しかし、

その一方で、本研究は、政治学における政策決定過程論の理論的枠組みを分析の土台として援用し、

特に米国の大統領行政府が国務省、国防省及びその他の関係省庁との間でどのような政策調整を行っ

たかに着目した。具体的には、アイゼンハワー大統領期の国家安全保障会議及びその関連組織の文書

類及び同政権期に大統領行政府に関わった公人の私文書等を調査・収集し、合わせて沖縄統治に直接

関わっていた陸軍省、及び琉球列島米国民政府の文書を中心に分析を進めた。 

 



4. 研究の成果 

アイゼンハワー政権期に大統領行政府の権限が強化された。その背景には、冷戦の進化に対応するた

めに同政権が 1953 年 7 月に設立した合衆国情報庁（USIA）を中心に国家の安全保障政策の一施策と

して対外情報政策を実施するか、また、そのために連邦政府の関連省庁がどう連絡・連携していくかと

いう課題があった。トルーマン政権期に設立された心理作戦委員会は、このような省庁間の調整を行っ

ていたが、同委員会が十分に機能していなかったこともあり、1953 年 1 月、アイゼンハワーが大統領

に就任すると直ちに対外情報政策を統括するための新組織の検討が開始された。 

本研究では、アイゼンハワー大統領行政府の文書に依拠しながら、このような米国の大統領権限の強

化と対外情報政策の調整過程の成立過程が、東アジアにおける対沖縄政策及びこれに関連する第二次

世界大戦の戦後処理にいかなる影響を及ぼしたかを検討した。先行研究が指摘した通り、米国の沖縄占

領は沖縄戦の開始と同時に始まったが、朝鮮戦争の勃発、平和条約の発効などを経て、次第にその基本

方針が変容した。1950 年 12 月における琉球列島米国民政府の設置は、その変化の一部を体現したも

のと捉えることができる。さらに、1957 年のアイゼンハワーによる大統領行政命令の発出は、米国の

沖縄統治が軍部だけではなく、国務省を含めながら、最終的には大統領行政府の管轄として位置付けら

れたことの証左であり、結果であった。さらに、本研究は、公文書を辿ることで、このような米連邦政

府内部における大統領行政府の権限強化が、アイゼンハワー政権が重要視した冷戦を戦うための情報

政策への梃入れ政策と密接に関わっていたことを示した。 

同政権期の後半になると、米国は沖縄でマスメディア調査を実施し、テレビ・ラジオ・新聞を通した

住民向けの広報をいかに効率的に行い、復帰運動を展開する住民を説得するかという課題を検討した。

本研究では、琉球列島米国民政府が日本の調査会社の協力で実施したマスメディア調査がどのような

内容のものであったのかを史料に基づき明らかにした。その英語による原案はワシントン DC で作成

されたが、それを日本語訳し、さらに沖縄で現地調査員を雇用して実施されたことが分かった。このよ

うに、米国の対沖縄広報広聴政策には日本及び沖縄の人々の協力が不可欠だったのである。アイゼンハ

ワー政権期の合衆国情報庁は、沖縄だけでなく、全世界で同様の調査を実施したが、そこでは、どの地

域においても現地の協力を得ながら進めるという運びになった。言語と文化が異なる地域で米国が自

国の広報を行うという本質的な矛盾が露呈していたと言えよう。 

沖縄では、情報政策を重要視したアイゼンハワー政権期に、沖縄住民を統治するという目的のために

日本政府と協力する体制が徐々に形成されていくことになる。それは、米国政府の内部にも、言語・文

化が近い日本に沖縄住民に対する広報全般を任せた方が効率的であるという見方があったためである。

これまでの研究では、この頃から、国務省の意見が米国政府内部で次第に大きくなっていったことが指

摘されていた。その背景には、このような対外情報政策を統括する立場にあったのが、軍事担当で沖縄

担当だった国防省ではなく、外交担当の国務省であった事実がある。沖縄統治を主管した国防省は、沖

縄に軍事基地を維持する一方で、住民の反発をどうしたら沈静化することができるかなど様々が課題

に苦悩することになった。そのため、国務省、合衆国情報庁、中央情報局など対外情報活動を担当する

関係省庁の協力を仰ぐことになった。広報広聴活動は言語・文化を同一とする日本政府に任せたほうが

良い。このことが、米国政府が日本政府に対して譲歩する一つの契機となったのである。 
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